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保証委託約款

委託者は岡崎信用金庫(以下、｢甲｣という｡)との当座貸越契約(カードローン)に基づく債務の保証をアイフル株式会社(以下、
｢乙｣という｡)に委託することにつき､次の各条項を確約します。

第1条(保証委託)
1.委託者は､乙に､甲との間の表記要項による当座貸越契約(カードローン)に基づく債務の保証を委託します。
2.前項の保証は､甲乙間の約定に基づいて行われるものとします。
3.委託者は､本契約の締結にあたり必要となる法律上の手続を経ていることを表明し､これを保証します｡
第2条(保証料)
委託者が前条第1項の保証により借入をするときは､乙所定の保証料を甲乙間で定める支払方法に従い支払います。
第3条(担保の提供)
1.委託者の資力ならびに信用等に著しい変動が生じたときは､直ちに乙に通知し､乙の承諾した連帯保証人をたて、または相当
の担保を差し入れます｡
2.乙に差し入れた担保は､必ずしも法定の手続によらず､一般に適当と認められる方法･時期･価格等により乙において処分で
きるものとします｡
第4条(求償権の事前行使)
1.委託者が､次の各号の一つに該当したときは､乙は第6条第1項の弁済前に求償権を行使することができるものとします。
①仮差押､差押もしくは競売の申立てを受けたとき､破産手続開始､民事再生手続開始､会社更生手続開始もしくは特別清算
開始の申立てがあったとき､または清算の手続きに入ったとき
②公租公課につき差押または保全差押を受けたとき
③振出した手形･小切手が不渡となったとき
④担保物件が滅失したとき
⑤債務の一部でも履行を遅滞したとき
⑥甲または乙に対する他の債務の一つでも期限の利益を喪失したとき
⑦乙に対する住所変更の届け出を怠る等委託者の責に帰すべき事由によって､乙において委託者の所在が不明となったとき
⑧その他債権保全のため必要とする相当の事由が生じたとき
2.前項により求償権を行使する場合には､委託者は民法第 461 条に基づく抗弁権を主張しません。担保がある場合にも同様と
します。
第5条(中止､解約)
1.委託者が前条第 1 項の各号の一つに該当しまたは甲乙間の契約が解約されたときは､乙が委託者の同意なしに保証を中止ま
たは解約することに異議ありません。
2.委託者は､前項により乙から中止または解約されたときは､直ちに債務の弁済その他必要な手続きをとり､乙に負担をかけな
いものとします。
第6条(代位弁済)
1.委託者が甲に対する債務の全部または一部の履行を遅滞したため､またはその他甲に対する債務の期限を喪失したため､乙
が甲から保証債務の履行を求められたときは､乙は委託者に対して何ら通知､催告を要せず､履行の方法､金額等について甲
乙間の約定に基づいて弁済されても異議ありません。
2.乙の前項の弁済によって甲に代位する権利の行使に関しては､委託者が甲との間で締結した契約のほか､本契約の各条項が
適用されます｡
第7条(求償権の範囲)
乙が前条第 1 項の弁済をしたときは､委託者は､乙に対してその弁済額およびこれに対する弁済の日の翌日から償還まで年
14.6%の割合による遅延損害金ならびに避けることのできなかった費用その他の損害を償還します。この場合の遅延損害金は
年365日(閏年は年366日)の日割計算とします。
第8条(弁済の充当順序)
委託者の弁済した金額が､本契約から生じる乙に対する債務の全額を消滅させるに足りないときは､乙が適当と認める順序､方
法により充当されても異議ありません｡なお､委託者について､乙に対する複数の債務があるときも同様とします。
第9条(調査･報告)
1.委託者の氏名､住所､電話番号、職業等の事項について変更があったときは､直ちに乙に対して書面により通知し､乙の指示に
従います。
2.委託者が前項の通知を怠ったため､乙が委託者から最後に届出のあった氏名､住所に宛てて通知または送付書類を発送した
場合には､延着しまたは到着しなかったときでも通常到着すべき時に到着したものとみなします。
3.財産･経営･業況等について乙から請求があったときは､直ちに乙に対して報告し､また乙の指示に従います。
4.乙が委託者について､その財産､収入､信用等を調査しても何ら異議ありません。
5.委託者の財産の調査について､乙が必要とするときは､乙を委託者の代理人として､市区町村の固定資産台帳等の公簿を閲覧
することに同意します。
6.委託者の所在地の調査について､乙が必要とするときは､乙を委託者の代理人として､住民票および戸籍謄(抄)本を請求する
ことに同意します。
7.財産･経営･業況等について重大な変動が生じたとき､または生じるおそれのあるときは､直ちに乙へ報告し､その指示に従い
ます。
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8.乙の請求があるときは､本契約にかかる債務の履行につき､直ちに強制執行をうけるべき旨を記載した公正証書の作成に必
要な手続を行います。第 10条(費用の負担)乙が第6条第 1項の弁済によって取得した権利の保全もしくは行使または担保
の保全､行使､もしくは処分に要した費用および本契約から生じた一切の費用は､委託者の負担とし､乙の請求により直ちに
償還します。
第10条(費用の負担)
乙が第6条第1項の弁済によって取得した権利の保全もしくは行使または担保の保全､行使､もしくは処分に要した費用および
本契約から生じた一切の費用は､委託者の負担とし､乙の請求により直ちに償還します。
第11条(借入約定)
乙の保証により甲と取引することについては､本契約のほか、委託者と甲の間で締結した当座貸越契約(カードローン)の各条
項に従うものとし､当座貸越契約(カードローン)の契約内容が変更されたときには､本契約の内容も当然に変更されるものと
します。
第12条(契約の変更)
金融情勢の変化､その他相当の事由により､第1条第2項の契約内容について､その変更がなされたときは､変更後の契約内容が
適用されることに同意します。
第13条(求償権の譲渡)
乙の都合により求償権を第三者に譲渡することについて異議ありません。
第14条(管轄裁判所の合意)
訴訟行為については､乙の本店所在地を管轄する簡易裁判所を以って専属的合意管轄裁判所とします。

申込人等(契約成立後の契約者、連帯債務者予定者、連帯債務者、連帯保証人予定者、連帯保証人、物上保証人予定者、物上
保証人を含む。以下同じ)は、岡崎信用金庫(以下｢信用金庫｣という)または保証提携先（以下「保証会社」という）の連帯保
証を条件とする場合には、保証会社の保証による標記のローン申込みまたは契約に関して、当同意条項に基づき個人情報が取
り扱われることに同意します。
なお、ローン申込書および契約規定に当同意条項と同趣旨の記載がある場合においても、当同意条項が優先して適用されるこ
とに同意します。

第１条（個人情報の利用目的）
申込人等は、信用金庫が、個人情報の保護に関する法律に基づき、次の業務ならびに利用目的の達成に必要な範囲で、個人情
報を取得、保有、利用することに同意します。
（１）業務の内容
①預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに付随する業務
②投信販売業務、保険販売業務、金融商品仲介業務、信託業務、社債業務等、法律により信用金庫が営むことができる
業務およびこれらに付随する業務
③その他信用金庫が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（今後取扱いが認められる業務を含む）

（２）利用目的
信用金庫は、信用金庫および信用金庫の関連会社や提携会社の金融商品やサービスに関し、下記利用目的で利用します。
①各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込みの受付のため
②法令等に基づくご本人さまの確認等や、金融商品やサービスをご利用いただく資格等の確認のため
③預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため
④融資のお申込みや継続的なご利用等に際しての判断のため
⑤適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断のため
⑥与信事業に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する場合等、適切な業務の遂行に必要な範囲で第三者
に提供するため
⑦他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等において、委託された当該業務を適切
に遂行するため
⑧申込人等との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
⑨市場調査ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの研究や開発のため
⑩ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため
⑪提携会社等の商品やサービスに関する各種ご提案のため
⑫各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため
⑬団体信用生命保険の加入業務等を円滑に遂行するため
⑭保証会社が与信判断、与信後の管理、市場分析等、適切な業務の遂行にあたり、必要な情報を保証会社に提供するた
め
⑮債権譲渡先が債権管理等適切な業務の遂行にあたり、必要な情報を債権譲渡先に提供するため
⑯その他、申込人等とのお取引を適切かつ円滑に遂行するため

なお、信用金庫は、特定の個人情報の利用目的が、法令等に基づき限定されている場合には、当該利用目的以外で利用しませ
ん。
○信用金庫法施行規則第１１０条等により、個人信用情報機関から提供を受けた申込人等（資金需要者）の借入金返済能力に
関する情報は、申込人等の返済能力の調査以外の目的に利用・第三者提供しません。
○信用金庫法施行規則第１１１条等により、人種、信条、門地、本籍地、保健医療または犯罪経歴についての情報等の特別の
非公開情報は、適切な業務運営その他の必要と認められる目的以外の目的に利用・第三者提供しません。
第２条（個人情報の取得・保有・利用）
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１．申込人等は、信用金庫が必要と認めた場合、申込人等の運転免許証等により、本人確認に必要な情報を取得、保有、利用
することに同意します。
２．申込人等は、信用金庫が必要と認めた場合、申込人等の住民票、戸籍謄（抄）本、戸籍の附票等に基づく、申込人等の居
住地を確認するために必要な情報や、与信後の管理上、相続人等を確認するために必要な情報を取得、保有、利用するこ
とに同意します。
３．申込人等は、信用金庫が団体信用生命保険の加入業務等を円滑に遂行するために必要な保健医療情報等を取得、保有、利
用することに同意します。
第３条（個人情報の提供）
１．申込人等は、信用金庫が、保証会社に、申込人等に関する下記（１）の情報を、保証会社における下記（２）の目的の達
成に必要な範囲で提供することに同意します。
（１）提供する個人情報
第１条に基づき取得し保有する個人情報

（２）提供を受けた保証会社における利用目的
①与信判断のため
②与信ならびに与信後の権利の保全、管理、変更および権利行使のため
③与信後の権利に関する債権譲渡等の取引のため
④取引および交渉経過その他の事実に関する記録保存のため
⑤宣伝物・印刷物の送付等の営業案内のため
⑥保証会社内部における市場分析ならびに商品サービスの研究開発のため
⑦その他保証会社の業務の適切かつ円滑な遂行のため

２．申込人等は、信用金庫が連帯保証人および物上保証人に債務残高等、信用金庫の保有する個人情報を提供することに同意
します。
３．申込人等は、信用金庫の債権譲渡先が信用金庫から譲り受けた債権の管理・回収を行うため、および信用金庫から債権を
譲り受けて管理・回収を行うに当たって、事前に当該債権の評価・分析を行うため、信用金庫が、当該債権に関する個人
情報を債権譲渡先に必要な範囲で提供することに同意します。
第４条（条項の不同意）
１．信用金庫は、申込人等がローン申込みに必要な記載事項の記入を希望しない場合および当同意条項の内容の全部または一
部に同意できない場合、本契約をお断りすることがあります。ただし、第１条（２）⑩⑪に同意しない場合に限り、これ
を理由に信用金庫が本契約をお断りすることはありません。
２．信用金庫は、申込人等が第１条（２）⑩⑪に同意しない場合、ダイレクトメールの発送等の利用停止の措置をとるものと
します。
第５条（個人信用情報機関の利用・登録等）
※本条は物上保証人予定者、物上保証人には適用されません。
１．申込人等（物上保証人予定者、物上保証人は除く。以下本条において同じ）は、信用金庫が加盟する個人信用情報機関お
よび同機関と提携する個人信用情報機関に申込人等の個人情報（当該各機関の加盟会員によって登録される契約内容、返
済状況等の情報のほか、当該各機関によって登録される不渡情報、破産等の官報情報等を含む）が登録されている場合に
は、信用金庫がそれを与信取引上の判断（返済能力または転居先の調査をいう。ただし、信用金庫法施行規則第１１０条
等により、返済能力に関する情報については返済能力の調査の目的に限る。転居先の調査は全国銀行個人信用情報センタ
ーの情報に限る。以下同じ）のために利
用することに同意します。
２．申込人等は、別表１の個人情報（その履歴を含む）が信用金庫が加盟する個人信用情報機関に登録され、同機関および同
機関と提携する個人信用情報機関の加盟会員によって自己の与信取引上の判断のために利用されることに同意します。
３．申込人等は、上記２．の個人情報が、その正確性・最新性維持、苦情処理、個人信用情報機関による加盟会員に対する規
則遵守状況のモニタリング等の個人情報の保護と適正な利用の確保のために必要な範囲内において、個人信用情報機関お
よびその加盟会員によって相互に提供または利用されることに同意します。
４．上記１．から３．に規定する個人信用情報機関は別表２のとおりです。各機関の加盟資格、会員名等は各機関のホームペ
ージに掲載されております。なお、個人信用情報機関に登録されている情報の開示は、各機関で行います（信用金庫では
できません。）
第６条（契約の不成立）
申込人等は、本契約が不成立の場合や、解約・解除された場合であってもその理由の如何を問わず第１条、第２条および第５
条に基づき、本契約にかかる申込・契約をした事実に関する個人情報が信用金庫および個人信用情報機関において一定期間登
録され、利用されることに同意します。
第７条（条項の変更）
１．信用金庫は、法令の変更、社会情勢その他の理由により、当同意条項（別表を含む）を変更する必要が生じたときには、
民法第548条の4の規定に基づいて、変更できるものとします。
２．信用金庫は、上記1.の変更をするときには、変更を行なう旨および変更後の内容ならびにその効力の発生時期をホームペ
ージへの掲示その他の方法により周知するものとします。
３．上記1.2.にかかわらず、法令に定めのある場合は、その定めに従うものとします。
第８条（個人情報の開示・訂正等、利用停止等について）
お客さまからの書面での請求により、信用金庫が保有する個人情報の利用目的の通知、保有個人データの開示、訂正・追加ま
たは削除、利用停止手続きをおとりします。詳しくはお客さまの取引店窓口または個人情報の相談窓口へお問い合わせくださ
い。
第９条（お問い合せ窓口）
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当同意条項に関するお問い合せおよび第８条の個人情報の開示・訂正・削除の請求ならびに利用停止のお申出およびその他の
ご相談につきましては、下記のお問い合せ窓口までお願いします。
・リスク管理部 顧客相談室
愛知県岡崎市菅生町字元菅４１番地 電話番号 0120-102-156
ホームページ：http://www.okashin.co.jp/
・個人情報保護に関する責任者
リスク管理部 担当代表理事

別表1
信用金庫が加盟する個人信用情報機関の登録情報・登録期間
①全国銀行個人信用情報センター

登録情報 登録期間
氏名、生年月日、性別、住所(本人への郵便不着の有無等を含む)、電
話番号、勤務先等の本人情報

下記の情報のいずれかが登録されている期間

借入金額、借入日、最終返済日等の本契約の内容およびその返済状況
(延滞、代位弁済、強制回収手続、解約、完済等の事実を含む)

本契約期間中および本契約終了日(完済していない場合は
完済日)から5年を超えない期間

信用金庫および保証会社が加盟する個人信用情報機関を利用した日お
よび本契約またはその申込みの内容等

当該利用日から1年を超えない期間

不渡情報 第1回目不渡は不渡発生日から6ヵ月を超えない期間、取
引停止処分は取引停止処分日から5年を超えない期間

官報情報 破産手続開始決定等を受けた日から10年を超えない期間
登録情報に関する苦情を受け、調査中である旨 当該調査中の期間
本人確認資料の紛失・盗難、貸付自粛等の本人申告情報 本人から申告のあった日から5年を超えない期間

②株式会社日本信用情報機構
登録情報 登録期間

本人を特定するための情報(氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転
免許証等の記号番号等)

下記の情報のいずれかが
登録されている期間

契約内容に関する情報(契約の種類、契約日、貸付日、契約金額、貸付金額、保証額等)および返済状況
に関する情報(入金日、入金予定日、残高金額、完済日、延滞、延滞解消等)

契約継続中および契約終
了後5年以内

取引事実に関する情報(債権回収、債務整理、保証履行、強制解約、破産申立、債権譲渡等) 契約継続中および契約終
了後5年以内

ただし 債権譲渡の事実にかかる情報 当該事実の発生日から 1
年以内

本契約にかかる申込みに基づく個人情報(本人を特定する情報、ならびに申込日および申込商品種別等
の情報)

照会日から6ヵ月以内

別表2
信用金庫が加盟する個人信用情報機関の名称等
全国銀行個人信用情報センター
https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/ ℡03-3214-5020
(主に金融機関とその関係会社を会員とする個人信用情報機関)
株式会社日本信用情報機構
https://www.jicc.co.jp/ ℡0570-055-955
(主に貸金業、クレジット事業、リース事業、保証事業、金融機関事業等の与信事業を営む企業を会員とする、貸金業法に基
づく指定信用情報機関)

＊全国銀行個人信用情報センターおよび株式会社日本信用情報機構と提携する個人信用情報機関
株式会社シー・アイ・シー
https://www.cic.co.jp/ ℡0120-810-414
〒160-8375東京都新宿区西新宿1-23-7新宿ﾌｧーｽﾄｳｴｽﾄ15階
(主に割賦販売等のクレジット事業を営む企業を会員とする、割賦販売法ならびに貸金業法に基づく指定信用情報機関)
株式会社シー・アイ・シーの登録情報・登録期間
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登録情報 登録期間
本契約にかかる申込みをした事実 保証会社が個人信用情報機関に照会した日から6ヵ月間
本契約にかかる客観的な取引事実 契約期間中および契約終了後5年以内
債務の支払を延滞した事実 契約期間中および契約終了後5年間
＊株式会社シー・アイ・シーに登録する情報は、次のとおりです。
氏名、生年月日、住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転免許証等の記号番号、契約の種類、契約日、商品名、契約
額、支払回数、利用残高、月々の支払状況の情報等

以 上
(2020.4)


